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２）日本の株式・債券市場

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
※現地通貨ベース ＊ ▲はマイナスを表します。

１）先週の市場動向

≪株式≫
日本株式市場（日経平均株価）は、前々週末（12/23）比で下落しました。
年末にかけて市場参加者が少なくなるなか、米長期金利の上昇や、中国での
新型コロナウイルスの感染拡大と、それにともなう世界景気や企業業績への
懸念から、リスクを回避する売りが優勢となりました。年明け最初の取引き
は、米国株式市場の下落や円高基調が重荷となり、一時400円を超え下落し、
週末にかけても、日銀によるさらなる政策修正への思惑などから、伸び悩み
ました。
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≪ 株式 ≫
米国株式市場（NYダウ）は、前々週末比で上昇しました。
年末は、市場参加者が減少し薄商いになるなか、米長期金利の動向を受け
一進一退となりました。年初は、中国当局の新型コロナウイルス関連の規制
緩和による同国経済の回復期待から上昇し、週末も12月の米雇用統計で、平
均時給の伸びの低下が確認されると、米金融当局による金融引き締め長期化
への懸念が後退し、大幅上昇しました。

４）外国為替市場≪債券≫
日本債券市場（10年国債金利）は、前々週末比で上昇しました。
日銀が12月の金融政策決定会合で、長期金利の変動許容幅を拡大したこと
を受け、上昇基調を強めました。日銀が臨時の国債買い入れオペを通知する
など急ピッチな金利上昇をけん制する姿勢しているものの、日銀によるさら
なる政策修正への思惑から、先週末は許容幅の上限である+0.5%近辺での引
けとなりました

5）今週の見通しについて
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３）米国の株式市場
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出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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米ドル/円相場は、前々週末比で円高米ドル安となりました。
日銀が長期金利の許容変動幅の拡大を決定し、更なる政策修正がされるとの
思惑から、日米金利差縮小を意識した円買い米ドル売りが優勢となりました。
先週末に発表された12月の米雇用統計を受け、米国の金融引き締め長期化へ
の懸念が後退したことも円高米ドル安を加速させました。

日銀によるさらなる金融政策の修正への思惑や、米連邦準備制度理事会
（FRB）による金融引き締めの継続をめぐり、株式市場は不安定な展開と
なっています。
6日（金）に発表された12月の米雇用統計は、非農業部門雇用者数が前月
比+22万3,000人と市場予想（同+20.3万人）をやや上回りました。一方、
平均時給の伸びは前月比+0.3％と前月から低下しました。雇用者数の増加
ぺースや賃金上昇は次第に鈍化しつつあります。
今週は12日（木）に発表される12月の米消費者物価指数（CPI）を見極め
ようと、週初より様子見ムードが強まりそうです。インフレ率が低下し、
FRBによる利上げペースの鈍化が意識されれば、米国株式市場は上昇する可
能性もありそうです。国内では、日銀による政策修正への懸念はくすぶるも
のの、年明けからスタートした企業の決算結果や業績見通しを材料にした個
別銘柄の物色買いが相場を支えることとなりそうです。
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商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号
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